
資料３ 

中古住宅売買 おける中古住宅売買における
瑕疵担保期間について瑕疵担保期間について

※この調査は、本検討会のために日経ＢＰ社において行ったもの。（補助事業により公募・実施） 
  回答者プロフィールは参考２（P.4）を参照のこと。 



調査結果 集計ベースは中古物件の販売・仲介関与者126件。それぞれ無回答を除いて算出 

Ａ．宅建業者（SPCを含む）が売り主の場合（自社保有物件） 
中古住宅売買における瑕疵担保期間は「２年 が戸建てで約６７％ マンシ ンで約７０％あるが ５年や１０年もある なお ２年

〔全体の約２割〕＊ 

 中古住宅売買における瑕疵担保期間は「２年」が戸建てで約６７％、マンションで約７０％あるが、５年や１０年もある。なお、２年
未満の回答は、売り主が宅建業者ではないものであった。 
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Ｂ．宅建業者等以外が売り主の場合（仲介。自社保有ではない物件） 
 「現状有姿（０カ月）」が戸建てで約５８％、マンションで約５７％。その他多いのは、「２～３カ月」と「７カ月～１年」である。 

〔全体の約８割〕＊ 
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 ※いずれも、瑕疵担保期間のほか、保証期間、無料ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ期間等の名称で行われている場合を含みます。 

＊(財)不動産流通近代化センター「指定流通機構の活用状況について（平成22年度分）」契約形態別新規登録件数の推移より 2 
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（参考１） 瑕疵担保責任について 

１．民法 （抜粋） 
 
（地上権等がある場合等における売主の担保責任）（地上権等がある場合等における売主の担保責任）
第五百六十六条 売買の目的物が地上権、永小作権、地役権、留置権又は質権の目的である場合にお

いて、買主がこれを知らず、かつ、そのために契約をした目的を達することができないときは、買
主は、契約の解除をすることができる。この場合において、契約の解除をすることができないとき
は 損害賠償の請求のみをすることができるは、損害賠償の請求のみをすることができる。

２ 前項の規定は、売買の目的である不動産のために存すると称した地役権が存しなかった場合及び
その不動産について登記をした賃貸借があった場合について準用する。 

３ 前二項の場合において、契約の解除又は損害賠償の請求は、買主が事実を知った時から一年以内
にしなければならないにしなければならない。

 
（売主の瑕疵担保責任） 
第五百七十条 売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは、第五百六十六条の規定を準用する。ただ

し 強制競売の場合は この限りでないし、強制競売の場合は、この限りでない。

２．宅地建物取引業法 （抜粋）

（瑕疵担保責任についての特約の制限）  
第四十条 宅地建物取引業者は、自ら売主となる宅地又は建物の売買契約において、その目的物の瑕

疵を担保すべき責任に関し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第五百七十条において準用する
同法第五百六十六条第三項に規定する期間についてその目的物の引渡しの日から二年以上となる特
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同法第五百六十六条第三項に規定する期間についてその目的物の引渡しの日から二年以上となる特
約をする場合を除き、同条に規定するものより買主に不利となる特約をしてはならない。  

２ 前項の規定に反する特約は、無効とする。  
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（参考２） 既存住宅売買瑕疵担保責任保険の保証期間 
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（参考３） 回答者プロフィール 

【業種】 【従業員数規模】 

【売上高】 

【地域】【地域】 

※実施期間：2011年01月21日(金) ～ 2011年01月28日(金) 
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